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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月

(1）連結経営指標等       

売上高 (百万円) 20,067 25,046 26,909 25,667 37,433

経常利益 (百万円) 402 622 680 836 2,023

当期純利益 (百万円) 232 285 287 426 919

純資産額 (百万円) 3,641 3,792 4,294 4,775 5,512

総資産額 (百万円) 21,607 24,988 28,317 35,252 39,290

１株当たり純資産額 (円) 164.99 171.18 194.28 212.08 244.82

１株当たり当期純利益 (円) 9.99 11.73 12.04 19.12 40.82

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 16.85 15.18 15.17 13.55 14.03

自己資本利益率 (％) 6.73 7.68 7.10 9.40 17.87

株価収益率 (倍) 23.43 22.42 34.55 30.44 10.04

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 3,781 △5 2,200 2,522 4,936

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △282 △423 △1,339 △1,255 △1,552

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △3,343 522 27 △469 △1,949

現金及び現金同等物の期

末残高
(百万円) 2,676 2,770 3,658 4,455 5,889

従業員数 （人） 702 1,059 1,013 1,024 1,025

(2）提出会社の経営指標等      

売上高 (百万円) 19,163 22,807 25,962 24,779 36,591

経常利益 (百万円) 411 539 713 768 1,912

当期純利益 (百万円) 249 265 350 402 860

資本金 (百万円) 1,100 1,100 1,100 1,200 1,200

発行済株式総数 (千株) 22,000 22,000 22,000 22,530 22,530

純資産額 (百万円) 3,953 4,079 4,244 4,708 5,386
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回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月

総資産額 (百万円) 21,663 25,039 28,080 34,947 38,830

１株当たり純資産額 (円) 179.18 184.71 192.30 209.08 239.22

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配

当額）

(円)
4.00

(－)

5.00

(－)

6.00

(－)

6.00

(－)

15.00

(－)

１株当たり当期純利益 (円) 10.77 11.29 15.21 18.04 38.22

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 18.25 16.29 15.12 13.47 13.87

自己資本利益率 (％) 6.64 6.62 8.42 8.99 17.05

株価収益率 (倍) 21.72 23.29 27.35 32.26 10.73

配当性向 (％) 37.12 44.21 39.45 33.26 39.25

従業員数 (人) 379 746 701 850 868

　 （注）1．売上高には、消費税等は含んでいない。

 2．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 3．第80期の連結経営指標等の売上高、総資産額、従業員数等が増加したのは、第80期中に、㈱ニチゾウアイエム

シーを連結の範囲に含めたためである。

 4．第80期の提出会社の経営指標等の売上高、総資産額、従業員数等が増加したのは、平成17年1月1日に㈱ニチゾ

ウアイエムシーと合併したためである。

 5．第82期の提出会社の経営指標等の従業員数が増加したのは、主として平成18年4月1日付で内海エンジニアリ

ング㈱に出向していた従業員が、当社に帰任したためである。

 6．第82期の提出会社の経営指標等の資本金及び発行済株式総数が増加したのは、平成18年8月31日に第三者割

当による新株式(530千株)を発行したためである。

EDINET提出書類

内海造船株式会社(E02131)

有価証券報告書

 3/87



２【沿革】

昭和19年11月 瀬戸田造船㈱を設立

昭和29年12月 東京事務所（現、東京支社）を開設

昭和47年10月 田熊造船㈱を吸収合併し、内海造船㈱に商号を変更

昭和47年11月 名古屋、九州営業所（現、中部、九州営業所）を開設

昭和49年１月 大阪営業所（現、大阪支社）を開設

昭和49年11月 大阪証券取引所（市場第二部）、広島証券取引所に上場

昭和54年 7月 内海メンテナンス㈱（㈱テスビック）を設立（連結子会社）

昭和59年 3月 ナイカイ設計㈱（㈱ユニックス）を設立（連結子会社）

平成 5年 6月 ㈱エヌ・エスコーポレーションを設立（現、連結子会社）

平成 6年 3月 内海エンジニアリング㈱を設立（現、連結子会社）

平成12年 3月 広島証券取引所と東京証券取引所が合併し、広島証券取引所上場の株式は、東京証券取引所（市場第

二部）に継承

平成15年 4月 ㈱テスビックと㈱ユニックスが合併し㈱テスビックが存続会社となり、㈱ユニックスの事業を継承

平成16年 9月 日立造船㈱が保有する㈱ニチゾウアイエムシーの発行済全株式を譲受（連結子会社）

平成17年 1月 ㈱ニチゾウアイエムシーを吸収合併

平成18年 1月  ㈱テスビックを吸収合併

平成18年 8月   第三者割当増資による新株発行（530千株）、増資後の資本金12億円

３【事業の内容】

　当社グループは、内海造船株式会社（当社）及び連結子会社（内海エンジニアリング㈱、㈱エヌ・エスコーポレー

ション）、その他の関係会社（㈱カレイド・ホールディングス、日立造船㈱、KALEIDO MARINE投資事業有限責任組

合）により構成されており、船舶の製造、修理を事業の核にして、産業機械等の製作、土木建設、ホテルの経営など飲食

サービス関係の事業を営んでいる。

　当社グループ間の取引及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりである。

船舶事業

　当社は、船舶の製造・修理等を行っている。

　当社は、船舶の製造、修理に必要な原材料の一部（鋼材等）を日立造船㈱を経由して購入している。

　㈱エヌ・エスコーポレーションは、当社の顧客施設の管理・運営の請負を行っている。

　また、内海エンジニアリング㈱は船舶の設計、研掃材の製造販売、救命筏の修理等を行っている。

陸上事業

　当社は、産業機械等の製作を行っている。

　内海エンジニアリング㈱は、土木建設、太陽光発電システムの設置、農産物栽培装置等の製作を行っている。

サービス事業

　㈱エヌ・エスコーポレーションは、当社所有建物等を賃借し、ホテル・レストランの経営、ギフトショップの経営等

を行っている。
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　事業の系統図は次のとおりである。

　 （注）1．上記子会社は、すべて連結子会社である。

  2．㈱カレイド・ホールディングスは、KALEIDO MARINE投資事業有限責任組合の無限責任組合員である。
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４【関係会社の状況】

(1）その他の関係会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の被所
有割合

関係内容

日立造船株式会社
大阪市

住之江区
45,442

プラント・環境装置の製作、据付及

び修繕、内燃機・原動機等の製作及

び修繕、その他

20.27％

　(0.35％)

資材（鋼材等）の購

入を委託、因島工場

の土地建物等を賃借

している。

　

役員の兼任　無 

 (注)1．有価証券報告書を提出している。

　2．議決権の被所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数である。

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の被所
有割合

関係内容

ＫＡＬＥＩＤＯ　

ＭＡＲＩＮＥ投資

事業有限責任組合

東京都

港区
－

投資事業有限責任組合契約に関す

る法律第3条第1項に定める事業
34.51％ ――――

株式会社カレイド

・ホールディング

ス

東京都

港区
10 投資事業組合財産の運用及び管理

34.51％

(34.51％)
役員の兼任1名

 (注)1．議決権の被所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数である。

 2．㈱カレイド・ホールディングスは、KALEIDO MARINE投資事業有限責任組合の無限責任組合員である。

(2）連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合

関係内容

株式会社

エヌ・エスコーポ

レーション

広島県

尾道市
50 サービス事業　 100％

当社の顧客施設の管理・運営

の請負を行っている。　

当社所有の建物（ホテル）を

賃借している。　

役員の兼任　無

内海エンジニアリ

ング株式会社　

広島県　

尾道市　
50

船舶事業　

陸上事業　
100％　

当社が製造・修理する船舶の

設計、研掃材の製造販売、救命

筏の修理等を行っている。　

役員の兼任　無

　 （注）1．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

 2．特定子会社はない。

 3．上記、連結子会社のうち、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％

を超えている会社はない。

4. 債務超過の会社はない。

EDINET提出書類

内海造船株式会社(E02131)

有価証券報告書

 6/87



５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成20年3月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

船舶事業 861

陸上事業 27

サービス事業 67

全社（共通） 70

合計 1,025

　 （注）1．従業員数（嘱託等41名を含む）は、平成20年3月31日現在の就業人員である。なお、当社グループから当社グ

ループ外への出向者並びに当社グループ外から当社グループへの出向者はいない。

 2．全社（共通）として記載している従業員数は、特定セグメントに区分できない管理部門に所属している従

業員である。

 3．平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員の100分の10未満のため、記載を省略している。

　

(2）提出会社の状況

平成20年3月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与額（千円）

868 47.4 19.3 5,140

　 （注）1．従業員数（嘱託29名を含む）は、平成20年3月31日現在の就業人員である。なお、当社から他社への出向者（

20名）を除いており、他社から当社への出向者(1名)を含んでいる。

 2．平均年間給与額（税込み）は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

　

(3）労働組合の状況

　当社グループの組合組織は、内海造船労働組合（組合員数743名）で組織されており、日本基幹産業労働組合連合

会に属している。

　なお、労使関係は極めて健全に運営されており、特に記載すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度の当社グループの経営状況は、当社の基幹事業である新造船部門においては、鋼材をはじめ資機材

の高騰が続き、売上船についても受注時に見込んだ費用を上回る勢いで推移した。

　その対策として、全部門で費用節減の努力を行い、生産性向上のための設備投資の効果が相まって、計画を上回る

コストダウンを達成することが出来た。

　また修繕船部門においても、海運市況が好調で受注環境が改善されたが、慢性的な過当競争の状況にあり、慎重な

受注と徹底的なコスト削減により堅調な事業運営を行った。

　このような状況のもと、当連結会計年度の業績については、売上高は、374億33百万円（前年度比45.8％増）となっ

た。

　損益は、営業利益21億21百万円（前年度比108.7％増）、経常利益20億23百万円（前年度比141.7％増）、当期純利益

9億19百万円（前年度比115.6％増）となり、前連結会計年度に比し増収増益の決算となった。

　増収の要因は、当社の基幹事業である船舶事業の新造船売上隻数が1隻（7隻→8隻）増加したことと、前連結会計

年度に比べて船型が大型化したことである。

　増益の要因は、受注一貫体制（営業・設計・資材・現業）の充実によるコスト競争力の強化と、因島工場の本格稼

働による収益向上、新造船は全て円建て契約であり、円高による為替リスクの回避等である。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。

①船舶事業

　新造船工事は、原油・鋼材・非鉄金属等資材費の高騰によるコストアップの状況の中、戦略的な資材費対策、投資

設備の有効活用による業容の拡大、コストダウンを行った。　

　修繕船工事についても、好調な海運市況から受注環境が改善されたものの過当競争は激しく、その中で顧客ニーズ

（品質、納期）への的確な対応とコストダウンの徹底に注力してきた。

このような状況のもと、当連結会計年度の業績については、売上高366億65百万円（前年度比57.1％増）、営業利益33

億82百万円（前年度比121.7％増）となった。

　また、受注高については、新造船10隻、改修船163隻、その他を含め657億17百万円（前年度比71.0％増）となった。

　この結果、受注残高は、新造船25隻、改修船25隻、その他を含め1,287億53百万円（前年度比29.1％増）となった。

②陸上事業

　好調な企業業績を背景に、民間設備投資は増加傾向にあったが、当社として船舶事業への特化により、当連結会計

年度の業績については、売上高3億69百万円（前年度比80.8％減）、営業利益50百万円（前年度比73.5％減）となっ

た。

　また、受注高については、5億42百万円（前年度比53.1％減）となった。

　この結果、受注残高は3億15百万円（前年度比122.7％増）となった。

③サービス事業

　個人消費は、堅調さが見られるものの、本格的な回復には至らず、厳しい環境が続いた。

　このような状況のもと、当連結会計年度の業績については、売上高3億98百万円（前年度比4.1％減）、営業損失12百

万円（前連結会計年度は営業損失24百万円）となった。

　なお、上記の金額には、消費税等を含んでいない。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より14億34百万円

増加し、58億89百万円となった。

　各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は49億36百万円（前年同期は25億22百万円の獲得）となった。

　これは、税金等調整前当期純利益と減価償却費合計27億61百万円の計上、売上債権の減少10億43百万円、仕入債務

の増加16億69百万円、前受金の増加22億2百万円による資金の増加と、たな卸資産の増加28億7百万円等による資金

の減少との差引増加である。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は15億52百万円（前年同期は12億55百万円の使用）となった。

　これは、固定資産の取得による支出15億93百万円が要因である。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は19億49百万円（前年同期は4億69百万円の使用）となった。

　これは、長期借入金の返済による支出18億12百万円、配当金の支払1億35百万円が要因である。

　なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりである。

 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期

自己資本比率 15.2% 13.5% 14.0%

時価ベースの自己資本比率 32.3% 37.2% 23.5%

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 2.7年 2.2年 0.8年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 12.6倍 20.8倍 50.9倍

 1．自己資本比率：自己資本／総資産

 2．時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

 3．キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業活動キャッシュ・フロー

 4．インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動キャッシュ・フロー／利払い

 （注1）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算している。

 （注2）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算定している。

（注3）営業活動キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

を使用し、有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を

対象としている。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してい

る。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における事業の種類別セグメントの生産実績は次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

船舶事業 35,315 25.2

陸上事業 313 △78.8

合計 35,629 20.2

　 （注）1．金額は当期製造原価によっている。

 2．内部取引は控除している。

 3．上記の金額には、消費税等を含んでいない。

(2）受注実績

　当連結会計年度における事業の種類別セグメントの受注実績は次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称
受注高 受注残高

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

船舶事業 65,717 71.0 128,753 29.1

陸上事業 542 △53.1 315 122.7

サービス事業 398 △4.1 － －

合計 66,659 66.6 129,068 29.3

　 （注）1．前期に受注したもので、当連結会計年度に値引、値増のあったものは受注高で修正した。

 2．上記の金額には、消費税等を含んでいない。

　

(3）販売実績

　当連結会計年度における事業の種類別セグメントの販売実績は次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

船舶事業 36,665 57.1

陸上事業 369 △80.8

サービス事業 398 △4.1

合計 37,433 45.8

　

(注)1．総販売高に対する割合が10％以上の販売先に対する販売実績は次のとおりである。

 販売先 工事内容 総販売高に対する割合・金額

前連結会計年度

 GOLDEN PEGASUS NAVIGATIO

N S.A.
プロダクトタンカー1隻建造

10％～15％

（2,566～3,850百万円）

 MS "Helene S"H+H 

 Schepers GmbH & Co. KG
コンテナ船1隻建造

15％～20％

（3,850～5,133百万円）

 RIVER SPRING CORPORATION 自動車運搬船2隻建造
30％～35％ 

（7,700～8,983百万円） 

合計  59.3 ％（15,225百万円）

当連結会計年度

 PEONY SHIPHOLDING S.A． コンテナ船1隻建造 　10％～15％

（3,743～5,614百万円） HANDBELL SHIPPING S.A. コンテナ船1隻建造

 MITSUBISHI CORPORATION コンテナ船2隻建造 　20％～25％ 

（7,486～9,358百万円）  CLIO MARINE INC. コンテナ船2隻建造

合計  71.8％（26,887百万円）

2．上記の金額には、消費税等を含んでいない。
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３【対処すべき課題】

 新造船受注環境が円高、原油・鋼材を中心とした資機材の高騰等により、大変厳しい状況にある。

 為替リスクをヘッジするため、新造船受注は従来通り全て円建て受注を継続すると共に、資機材費の直近の状況を

受注に反映するため先行受注を3年以内にとどめる。

 また、本年より因島工場2号船台で新造船建造を開始し、因島工場ならびに瀬戸田工場の生産体制を増強すると共

に、受注一貫体制（営業・設計・調達・現業）によるコスト競争力の充実とリスク管理の徹底に努めて行く。

 そして、当社の技術力を活かし、顧客ニーズにあった「プロダクトミックス」と「カスタマーミックス」をさらに

推進し、大競争時代を勝ち残る強い企業となるため、グループ総力を結集して業績向上に全力を尽くす所存である。

４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、財政状況及び投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項には以下のようなも

のがある。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであ

る。

(1）資機材価格の市況変動について

　当社グループの主力事業である新造船は、製造コストに占める資機材価格の割合が高いため、最近の資機材価格の

市況変動は、コストインパクトが大きくなっている。

 従って、資機材価格の直近の状況を受注に反映するため先行受注を3年以内にとどめている。

(2）市況及び競合等の影響について

　当社グループの主力事業である新造船の商談は活発であるが、当社の技術力を活かした「プロダクトミックス」

による受注活動を行い、市況及び競合等に対するリスクヘッジをしている。

(3）為替の変動について

　為替変動によるリスクをヘッジするため、当社が現在受注している新造船は全て円建契約である。

　今後も円建契約を継続し、為替変動リスクをヘッジする。

５【経営上の重要な契約等】

(1）日立造船㈱の持分法適用会社であるユニバーサル造船㈱と、相互の繁栄を目的に営業、設計、技術面での支援、人的

交流など、経営全般についての基本協定書を締結している。

　なお、日立造船㈱からは、従来どおり経営面での指導を受けている。

(2）日立造船㈱と新造船の主力工場である因島工場の土地、建物等について賃借契約を締結している。

６【研究開発活動】

該当事項なし。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）財政状態の分析

(資産)

　当連結会計年度末における資産の残高は、392億90百万円となり、前連結会計年度末に比べて40億37百万円増加し

た。

　流動資産の主な増加内訳は、前受金の増加等による現金及び預金が14億34百万円、新造船工事の工事進捗状況に伴

う期末時点での相違によるたな卸資産の増加28億7百万円と受取手形及び売掛金の減少10億43百万円との差引増加

である。

　固定資産の主な増加内訳は、因島工場のジブクレーンの新設、単身寮建設のための土地の購入等による有形固定資

産の増加12億46百万円である。

(負債)

　当連結会計年度末における負債の残高は、337億78百万円となり、前連結会計年度末に比べて33億1百万円増加し

た。

　流動負債の主な増加内訳は、新造船工事の前受金が22億2百万円、支払手形及び買掛金が10億19百万円の増加であ

る。

　固定負債の減少は、主に長期借入金が12億43百万円減少したことである。

(純資産)

　当連結会計年度末における純資産の残高は、55億12百万円となり、前結会計年度末に比べて7億36百万円増加した。

　これは、主に利益剰余金が7億83百万円増加したことである。

(2）経営成績の分析

　当連結会計年度における経営成績は次のとおりである。

①売上高

　売上高は374億33百万円(前連結会計年度256億67百万円)となり、117億65百万円の増収となった。主な増収要因は、

当社の基幹事業である船舶事業の新造船売上隻数が1隻（7隻→8隻）増加したことと、船型が大型化したことであ

る。

②営業利益

　営業利益は21億21百万円(前連結会計年度10億16百万円)となり、11億5百万円の増益となった。主な増益要因は、受

注一貫体制（営業・設計・資材・現業）の充実によるコスト競争力の強化と、因島工場の本格稼働による収益向

上、新造船は全て円建て契約であり、円高による為替リスクの回避等である。

③経常利益

　経常利益は20億23百万円(前連結会計年度8億36百万円)となり、11億86百万円の増益となった。主な増益要因は、営

業利益が前連結会計年度と比べて11億5百万円の増益であったことと支払利息等営業外費用が54百万円減少したこ

とである。

④当期純利益

　当期純利益は9億19百万円(前連結会計年度4億26百万円)となり、4億92百万円の増益となった。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資は、船舶事業を中心に全体で23億25百万円を実施した。

　所要資金については、自己資金により充当した。

　事業の種類別セグメントの設備投資については、次のとおりである。

　船舶事業においては、主に因島工場の設備増強など生産性向上設備等に20億99百万円の投資を行った。

　陸上事業においては、車両運搬具等に7百万円の投資を行った。

　サービス事業及び共通部門においては、顧客サービス施設等の整備・増強等に2億18百万円の投資を行った。

　なお、当連結会計年度において、主要な設備の除却、売却はない。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりである。

(1）提出会社

　 平成20年3月31日現在

事業の種類別
セグメントの
名称

事業所名
（従業員）
所在地
設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）

合計
（百万円）

土地
(面積㎡)

［借地面積㎡］

建物
構築物及
びドック
船台

機械装置
及び運搬
具

その他

船舶事業

瀬戸田工場

（443名）

広島県尾道市

船舶製造修理設備

2,565

(165,136)

[19,897]

1,178 1,030 1,282 364 6,422

因島工場

（282名）

広島県尾道市

船舶製造設備

154

(4,005)

[112,905]

279 247 1,036 337 2,054

田熊工場

（73名）

広島県尾道市

船舶修理設備

1,435

(46,773)

[28,642]

300 321 230 106 2,394

サービス事業

その他

（－名）

広島県尾道市

ホテル

181

(5,959)

[－]

286 27 3 51 551

共通部門

本社

（70名）

広島県尾道市

その他設備

125

(9,378)

[2,612]

159 8 7 86 387

　 （注）1．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定である。

 2．金額には消費税等を含んでいない。

 3．土地の一部を賃借している。年間賃借料は164百万円である。

 4．上表の他、主要なリース設備は次のとおりである。

事業の種類別セグメン
トの名称

事業所名 設備の内容
年間リース料
（百万円）

船舶事業

 瀬戸田工場

 因島工場

田熊工場

船舶製造修理に関連する設

備の一部
182

(2）国内子会社

　 平成20年3月31日現在
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事業の種類別
セグメントの
名称

会社名
所在地
（従業員）
設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）

合計
（百万円）

土地
(面積㎡)

［借地面積㎡］

建物
構築物及
びドック
船台

機械装置
及び運搬
具

工具器具
備品

 船舶事業

内海エンジニアリング㈱

（63名）

広島県尾道市

造船請負、船舶設計等

－

　(－)

[5,670]

0 － 2 0 3

陸上事業

内海エンジニアリング㈱

（27名）

広島県尾道市

土木建設等

－

　(－)

　[－]

0 － 6 1 9

サービス事業

㈱エヌ・エスコーポレー

ション

（67名）

広島県尾道市

ホテル、ギフトショップ

等

－

　(－)

[7,113]

5 0 3 0 9

　 （注）1．金額には消費税等を含んでいない。

 2．土地及び建物の一部は、提出会社から賃借している。

　年間賃借料は20百万円である。
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(3）主要な設備の明細

　 平成20年3月31日現在

事業の種類別セグメ
ントの名称

設備名称 事業所名 番号 長さ×幅×深さ（ｍ）
建造・入渠能力
（総トン）

船舶事業

船台

瀬戸田工場 1 188.1×48.0 30,000

因島工場
1 238.1×56.6 40,000

2 236.0×43.0 40,000

田熊工場 2  75.0×14.0 660

ドック

瀬戸田工場
1 220.0×34.6×7.1 44,500

2 112.5×16.7×5.9 5,000

田熊工場
1 67.0×10.0×4.3 1,300

2 134.0×18.6×6.6 8,500

　（注）　因島工場の「船台」については、日立造船㈱から賃借している。

３【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりである。

(1）重要な設備の新設

会社名
事業所名

（所在地）

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調
達方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円) 着手 完了

内海造船㈱

因島工場

広島県尾

道市

船舶事業
単身寮の建
設並びに土
地の取得

594 161 自己資金
平成19年
6月

 

平成20年
7月

 

生産能力
に影響な
し

(2）重要な設備の除却等　

　該当事項なし。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年3月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年6月26日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,530,000 22,530,000

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第二部

－

計 22,530,000 22,530,000 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

(3) 【ライツプランの内容】

 該当事項なし。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

自平成16年4月 1日

至平成17年3月31日

（注）1

－ 22,000 － 1,100 0 275

自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日 

（注）2

－ 22,000 － 1,100 50 326

自平成18年4月 1日 

至平成19年3月31日 

（注）3

530 22,530 100 1,200 90 416

（注）1．資本準備金の増額は、㈱ニチゾウアイエムシーとの合併による増加である。

2．資本準備金の増額は、㈱テスビックとの合併による増加である。

 3．資本金及び資本準備金の増額は、第三者割当増資による増加である。

 発行価格　　360円

 資本組入額　189円

 割当先　　　KALEIDO MARINE投資事業有限責任組合
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(5) 【所有者別状況】

　 平成20年3月31日現在

区分

株式の状況（1単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 14 15 140 14 1 1,036 1,220 －

所有株式数

（単元）
－ 2,652 80 6,502 2,467 1 10,770 22,472 58,000

所有株式数の

割合（％）
－ 11.80 0.36 28.93 10.98 0.00 47.93 100.00 －

　 （注）1．平成20年3月31日現在、自己株式を14,532株保有しているが、このうち14,000株（14単元）は「個人その他」欄

に、532株は「単元未満株式の状況」欄にそれぞれ含めて記載している。

 2．上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000 株（4単元）含まれている。

(6) 【大株主の状況】

　 平成20年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＫＡＬＥＩＤＯ ＭＡＲＩＮＥ

　

投資事業有限責任組合

東京都港区南麻布1丁目1－4 7,749 34.39

日立造船株式会社 大阪市住之江区南港北1丁目7－89 4,473 19.85

株式会社広島銀行

（常任代理人　資産管理サー

ビス信託銀行株式会社）

広島市中区紙屋町1丁目3－8

（東京都中央区晴海1丁目8番12号）
1,095 4.86

エイチエスビーシーブローキ

ングセキュリティーズアジア

 （常任代理人　香港上海銀行東

京支店）

 3/F HUTCHISON HOUSE 10 H

ARCOURT ROAD,

 CENTRAL HONG KONG

（東京都中央区日本橋3丁目11番1号）

784 3.47

株式会社損害保険ジャパン  東京都新宿区西新宿1丁目26－1 632 2.80

ミズホセキュリティーズアジ

アリミテッドクライアントア

カウント 　

 （常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室）

 SUITES 901-907, CITIC TOWER 1 TIM MEI

 AVENUE, CENTRAL HONG KONG

（東京都中央区日本橋兜町6番7号）

404 1.79

シティグループグローバル

マーケッツインク

 （常任代理人　日興シティグ

ループ証券株式会社）

 388 GREENWICH STREET NEW YORK,N.

Y.

 10013 U.S.A．

（東京都千代田区丸の内1－5－1）

377 1.67

ドイチェバンクスイスアー

ゲー　

 （常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室）　

1211 GENEVE 1 SWITZERLAND

（東京都中央区日本橋兜町6番7号）　
349 1.54

二神　勇 広島県尾道市 316 1.40

ゴールドマンサックスイン

ターナショナル

 （常任代理人　ゴールドマン・

サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,

U.K.

 （東京都港区六本木6丁目10番1号）

298 1.32

合計 － 16,477 73.13
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(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　14,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　22,458,000 22,458 －

単元未満株式 普通株式　　　　58,000 － －

発行済株式総数 22,530,000 － －

総株主の議決権 － 22,458 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000 株含まれている。

　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれている。

②【自己株式等】

　 平成20年3月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

内海造船㈱

広島県尾道市瀬戸

田町沢226番地の6
14,000 － 14,000 0.06

計 － 14,000 － 14,000 0.06

(8) 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項なし。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項なし。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 3,104 2,124,680

当期間における取得自己株式 300 134,700

 (注)当期間における取得自己株式には、平成20年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式は含まれていない。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 14,532 － 14,832 －

 (注)当期間における保有自己株式数には、平成20年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれていない。
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３【配当政策】

　当社は、配当の実施を経営の最重要課題の一つに位置づけ、安定的な利益を確保することにより、内部留保との調和

をはかりながら、業績に裏付けられた成果の配分を行うことを基本方針としている。

 当社は、株主総会の決議によって毎年3月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し金銭による剰余

金の配当を支払うことを基本方針としている。

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりである。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成20年6月26日

定時株主総会決議
337 15

４【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月

最高（円） 245 278 662 669 1,050

最低（円） 57 180 217 350 336

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部の市場相場である。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年1月 2月 3月

最高（円） 859 749 584 448 510 477

最低（円） 692 525 470 336 424 350

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部の市場相場である。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役会長

　
　 川島　隆明 昭和27年11月7日

昭和51年 4月　株式会社日本興業銀行

（現みずほコーポレート銀行）入行

平成 3年 4月 同行営業第一部副参事役

　　11年 6月 興銀証券株式会社執行役員

　　13年12月 株式会社ベネックス代表取締役就任

　　14年 7月 株式会社ＭＫＳパートナーズ代表取締

役就任

　　15年10月 福助株式会社取締役会長就任

　　16年 9月 株式会社カレイド・ホールディングス

代表取締役就任（現）

　　17年 2月 大新東株式会社代表取締役会長就任

（現）

 　　17年12月  Aquascutum Group plc会長就任（現）

　　17年12月 株式会社レナウンダーバンホールディ

ングス（現株式会社レナウン）取締役

就任（現）

　　18年 6月 当社 取締役会長就任（現）

(注)5 －

取締役社長

（代表取締役）
　 嶋末　幸雄 昭和18年9月18日

昭和41年 4月 日立造船株式会社入社

平成 6年 6月 日立造船堺重工業株式会社 取締役就

任

　　10年 6月 日立造船株式会社船舶・防衛事業本部

因島工場 副工場長

　　11年 6月 同社 船舶・防衛事業本部因島工場工

場長

　　14年 5月 株式会社ニチゾウアイエムシー

取締役社長就任

　　15年 6月 当社 取締役就任（非常勤）

　　17年 1月 当社 専務取締役就任

　　17年 6月 当社 取締役社長就任（現）

(注)4 5,000

取締役

新造船事業本部

長兼プロジェク

ト室長

近藤　公雄 昭和22年1月8日

昭和44年 4月 日立造船株式会社入社

平成10年 6月 同社 船舶・防衛事業本部構造設計部

長

　　13年10月 同社 船舶・防衛事業本部 舞鶴工場艦

船設計部長

　　14年 9月 株式会社マリテック転籍

　　15年 6月 同社 取締役社長就任

　　17年 4月 当社 新造船事業本部設計本部長

　　17年 6月 当社 取締役就任（現）

    18年 6月 当社 執行役員就任（現） 

(注)4 2,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

新造船事業本部

副事業本部長兼

因島工場長

川路　道博 昭和25年6月9日

昭和49年 4月 日立造船株式会社入社

　　62年 4月 株式会社ニチゾウ建工事業部長

平成 2年10月 株式会社ニチゾウ因島第１工事部長

 　　6年 6月 同社 取締役就任

　　10年 4月 株式会社ニチゾウ因島製作所工務長

　　13年10月 同社 取締役社長就任

　　15年 5月 株式会社ニチゾウアイエムシー常務取

締役就任

　　17年 1月 当社 因島工場副工場長

　　17年 6月 当社 取締役就任（現）

  　18年 6月 当社 執行役員就任（現） 

(注)4 2,000

取締役

新造船事業本部

副事業本部長兼

調達部長

村上　修一 昭和21年5月29日

昭和44年 4月 当社入社

　　63年 7月 管理部外注購買課長

平成 3年 2月 経理部財務課長

　　 6年 3月 資材部(工場資材)主任部員

　　13年 8月 資材部担当部長

　　15年10月 新造船事業本部調達部長

    16年 6月 取締役就任

    18年 6月 執行役員就任(現)

    19年 6月 取締役就任(現)

(注)4 1,000

取締役 　 瀧嶋　健吾 昭和52年 8月18日

平成12年 4月 株式会社第一勧業銀行

(現株式会社みずほ銀行)入行

平成15年 7月 同行Ａ・Ｌ・Ｃソリューション部

　　18年 4月 同行Ａ・Ｌ・Ｃアドバイザリー部

　　19年 1月 株式会社カレイド・ホールディングス

プリンシパル(現)

　　19年 6月 当社 取締役就任（現）

(注)4 －

取締役 　 飯尾　琢也　 昭和52年 4月27日　

平成12年 4月 株式会社第一勧業銀行

(現株式会社みずほ銀行)入行

平成15年 7月 みずほ証券株式会社市場営業グループ

市場営業第5部　

平成16年 7月 株式会社リサ・パートナーズ業務開発

部　

平成17年 1月 同社　経営戦略部　

平成18年11月 同社　営業第二部　

平成19年 7月 株式会社カレイド・ホールディングス

シニア アソシエイト　

平成19年10月 同社　プリンシパル(現)　

平成20年 6月 当社 取締役就任（現）

(注)5 －

取締役 　 佐々　瀧夫 昭和23年 5月17日

昭和47年 4月 日立造船株式会社入社

平成 8年 6月 同社 プラント事業本部管理部長

　　11年 4月 同社 電子・情報システム事業部管理

部長

　　13年 6月 同社 経営企画部

　　14年 5月 同社 船舶事業本部統合準備室

　　14年10月 ユニバーサル造船株式会社

経理部長転籍

 　　17年 6月 日立造船株式会社関連企業部長(現) 

　　19年 6月 当社 取締役就任（現）

(注)4 －

取締役 　 森方　正之 昭和26年 9月 2日 

昭和49年 4月 日立造船株式会社入社

平成 3年 6月 同社 財務部副部長

13年 6月 同社 環境・プラント事業本部管理部

長

16年 9月 同社 環境事業本部企画・管理部長

 17年12月 同社 エンジニアリング本部業務部長

 18年 6月 同社 経理部長(現)

 19年 6月 当社 取締役就任（現）

(注)4 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 　 宮武　昌夫 昭和19年11月 8日

昭和49年 4月 当社入社

平成 6年12月 社長室主任部員

　　10年 6月 経理部長

　　12年 6月 株式会社エヌ・エスコーポレーション

取締役就任

　　16年12月 同社常務取締役就任

　　17年 6月 当社 管理本部副本部長

　　18年 6月 常勤監査役就任（現）

(注)3 1,000

監査役 　 萬所　進 昭和17年 5月27日 

昭和42年 3月 当社入社

平成 2年 4月 社長室経営企画室長 

7年 6月 経理部長 

10年 6月 常勤監査役就任

19年 6月 監査役就任（現）

(注)6 11,000

監査役 　 高橋　斎 昭和24年 8月20日

昭和48年 4月 株式会社広島銀行入行

平成元年 6月 同行 ニューヨーク支店次長

　　 4年 6月 同行 新宿支店次長

　　 6年 6月 同行 国際部国際金融室長

　　10年 6月 同行 東京企画部副部長

　　11年 6月 同行 神戸支店長

　　13年 6月 同行 資金証券部長

    15年 6月 同行 執行役員 

東京支店長兼東京企画部長委嘱

    17年 4月 同行 執行役員資金証券部長委嘱

　　17年 6月 同行 取締役資金証券部長委嘱　

　　19年 4月 同行 取締役東部統括本部長委嘱

　　19年 6月 同行 常務取締役東部統括本部長(現)

　　20年 6月 当社 監査役就任（現） 　

(注)6 －

 監査役 　 亀井　前人 昭和23年 7月29日

昭和49年 4月 日立造船株式会社入社

平成 6年 6月 同社船舶・防衛事業本部

設計統括部 主幹技師

　　 7年 1月 株式会社マリテック転籍

　　13年 1月 日立造船株式会社復籍

船舶・防衛事業本部（船カンパニー）

船舶・海洋技術統括部基本設計部

　　14年10月 ユニバーサル造船株式会社

　　16年 9月 有限会社ＭＴＣ設計・企画部長

 　 18年 6月 当社 監査役就任（現） 

(注)3 －

    計 　 22,000

　 （注）1．監査役・高橋斎、亀井前人は会社法第2条第16号に定める社外監査役である。

 2．当社では、業務の意思決定の迅速化と権限の明確化を図り、また経営機構を意思決定・監督と業務執行に分

離し、コーポレート・ガバナンスの強化を図るため執行役員制度を導入している。この有価証券報告書提出日

現在の執行役員数は、取締役兼執行役員3名、執行役員9名である。

　 3.平成18年6月29日開催の定時株主総会の終結の時から4年間

　4.平成19年6月27日開催の定時株主総会の終結の時から2年間

　5.平成20年6月26日開催の定時株主総会の終結の時から2年間

 6.平成20年6月26日開催の定時株主総会の終結の時から4年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

  当社では、企業価値の継続的な向上と企業の社会的責任を果たし、ステークホルダー（株主、顧客、取引先、従

業員及び地域社会）の満足と信頼を得るため、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を推進している。

　その実現のため、次の事項を重要課題であると認識している。

    ①迅速かつ適正な意思決定と業務執行

    ②法令の遵守

    ③公正、適時、適切な情報開示

　

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①会社の機関の基本説明

　当社は、監査役制度を採用しており、取締役会は、取締役9名で構成され、法令で定められた事項のほか業務執行、経

営の基本方針をはじめとする重要事項の決定ならびに業務執行の監督を行っている。また、監査役会は、監査役4名

（うち社外監査役2名）で構成され、監査役は、取締役会のほか、経営戦略会議をはじめとする社内の重要会議に出

席するなど、取締役等の業務執行を十分に監査できる体制をとっており、当社の経営に対して中立・客観的な立場

で監査を行っている。

 ②会社の機関・内部統制の関係

内部統制システム
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 　　③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

 取締役会は月1回以上開催し、監査役4名のほか必要があれば取締役会が指名する業務責任者を出席させ報告や意

見を聞き、取締役、監査役は、各業務執行の内容把握に努め、取締役会で有意義な論議のうえ、迅速な意思決定と正確

な経営判断を図っている。

　また、経営機構を意思決定・監督と業務執行に分離し、コーポレート・ガバナンスの強化を図るため、平成18年6月

29日より執行役員制度を導入している。さらに、定款・法令遵守のため、平成20年4月1日に組織上他部門から独立

した「内部監査室」を設け、取締役・使用人の職務執行を監視している。

同時に、代表取締役社長を委員長とする「内部統制推進委員会」を設置し、取締役会へコンプライアンスに関す

る情報を報告・指示するとともに、内容によっては、顧問弁護士に助言・指導を求める体制にしている。

　さらに、社内のコンプライアンス違反行為の早期発見・対処のため「内部通報規程」を設け、その窓口は、「内部

監査室」が担当し、その内容の調査・是正ならびに通報者の保護を行っている。

④会社のコーポレート・カバナンスの充実に向けた取り組みの最近1年間における実施状況

定例取締役会を月1回以上開催した。さらに、取締役ならびに執行役員が出席する経営戦略会議を月1回以上開催

し、経営意思の統一と情報・意見交換、業務の遂行状況と収益のフォローを行っている。

 ⑤内部監査及び監査役監査の状況

ア．内部監査は、平成20年4月1日より内部監査室を新設し、内部統制全般の監査を担当している。また管理本部経

営企画室が、当社グループ子会社の状況を把握するため、関係会社連絡会を月1回以上開催し、問題点、改善に向

けた助言と指導を行うとともにその結果を取締役会へ報告している。

　なお、当社の「内部監査室」は、7名（兼務を含む）で構成している。

イ．監査役4名のうち2名が社外監査役であり、より公正な取締役会の監視を行っている。また、監査役は、監査役

会を随時開催するとともに、監査役会で作成した監査計画に基づき取締役会や経営戦略会議など重要な会議に

出席し、意見を述べるとともに、必要あればヒヤリングを行い監査の充実、強化を図っている。

　なお、当社と各監査役との間には利害関係はない。

 ⑥会計監査の状況

会計監査は、あずさ監査法人に依頼しており、決算時の決算を含め当社グループ全般の会計監査を実施してい

る。

業務執行社員は、日根野谷正人（平成17年3月期より）・奥井康夫（平成15年3月期より）が当社を担当してい

る。

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士1名、会計士補等6名である。

なお、当社と同監査法人又は業務執行社員との間には、特別の利害関係はない。

 ⑦社外監査役との関係

　当社と社外監査役高橋斎および亀井前人との間には、特別の利害関係はない。

(2）リスク管理体制の整備の状況

　受注に関しては、受注戦略会議を定期的に開催し、リスクについて慎重に検討を重ね、取締役会、経営戦略会議

に上程している。 　　

  また、当社は、倫理、法令を遵守するとともに、多種多様なリスクの迅速かつ適法・適正な対処を実行するためコ

ンプライアンス推進室を内部監査室に統合し、「損失の危険の管理に関する規程」に基づき、健全経営に努めてい

る。

(3）役員報酬の内容

取締役の年間報酬総額　　　　　　　　　　　  　82百万円

監査役の年間報酬総額　              　　　　　28百万円（社外監査役5百万円を含めている。）

(4）監査報酬の内容

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条

第1項に規定する業務に基づく報酬　　　　　　　 16百万円

　上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　 　　4百万円
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(5)取締役の定数

　当社の取締役は9名以内とする旨定款に定めている。

(6)取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めている。なお、取締役の選任決議は累積投票によらないものと

する旨定款に定めている。また、取締役の解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有す

る株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めている。

(7)株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めている。これは、株主

総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものである。

(8)自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を定款

に定めている。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするためである。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前連結会計年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成している。

(2）当社の財務諸表は、「造船業財務諸表準則」（昭和26年運輸省告示第254号）及び「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前事業年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）の連

結財務諸表及び前事業年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融商品取引

法第193条の2第1項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）の連結財務諸表及

び当事業年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受け

ている。
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１【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年3月31日）
当連結会計年度

（平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ．流動資産        

 1．現金及び預金   4,497   5,931  

 2．受取手形及び売掛金 ※4  2,667   1,623  

 3．たな卸資産   14,104   16,911  

 4．前渡金   820   626  

 5．繰延税金資産   48   70  

 6．その他   1,127   981  

貸倒引当金   △44   △25  

流動資産合計   23,221 65.9  26,120 66.5

Ⅱ．固定資産        

 1．有形固定資産        

(1）建物 ※2 5,187   5,302   

減価償却累計額  3,037 2,150  3,091 2,211  

(2）構築物及びドック船台 ※2 5,287   5,366   

減価償却累計額  3,603 1,683  3,731 1,635  

(3）機械装置及び運搬具 ※2 8,787   9,497   

減価償却累計額  6,987 1,800  6,927 2,569  

(4）工具器具備品  2,428   2,797   

減価償却累計額  1,764 664  1,913 883  

(5）土地 ※1,2  4,280   4,462  

(6）建設仮勘定   3   67  

有形固定資産合計   10,583 30.0  11,829 30.1

 2．無形固定資産   117 0.3  80 0.2
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前連結会計年度

（平成19年3月31日）
当連結会計年度

（平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

 3．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   624   554  

(2）長期前払費用   102   18  

(3）繰延税金資産   561   644  

(4）その他   103   103  

貸倒引当金   △62   △61  

投資その他の資産合計   1,329 3.8  1,259 3.2

固定資産合計   12,031 34.1  13,169 33.5

資産合計   35,252 100.0  39,290 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ．流動負債        

 1．支払手形及び買掛金   8,267   9,287  

 2．短期借入金 ※2  1,150   1,150  

 3．一年以内返済予定長期
借入金

※2  1,812   1,243  

 4．未払費用   920   1,353  

 5．未払法人税等　   －   738  

 6．前受金   12,541   14,743  

 7．船舶保証工事引当金   36   45  

 8．その他   494   1,019  

流動負債合計   25,223 71.6  29,581 75.3

Ⅱ．固定負債        

 1．長期借入金 ※2  2,552   1,308  

 2．再評価に係る繰延税金
負債

※1  1,184   1,184  

 3．退職給付引当金   1,490   1,655  

 4．役員退職慰労引当金   26   47  

固定負債合計   5,254 14.9  4,196 10.7

負債合計   30,477 86.5  33,778 86.0
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前連結会計年度

（平成19年3月31日）
当連結会計年度

（平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ．株主資本 　       

１．資本金 　  1,200 3.4  1,200 3.0

２．資本剰余金 　  672 1.9  672 1.7

３．利益剰余金 　  1,366 3.9  2,150 5.5

４．自己株式 　  △2 △0.0  △4 △0.0

　　株主資本合計 　  3,236 9.2  4,018 10.2

Ⅱ．評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  129 0.3  83 0.2

２．土地再評価差額金 ※1  1,410 4.0  1,410 3.6

　　評価・換算差額等合計 　  1,539 4.3  1,494 3.8

純資産合計 　  4,775 13.5  5,512 14.0

負債・純資産合計 　  35,252 100.0  39,290 100.0

        

EDINET提出書類

内海造船株式会社(E02131)

有価証券報告書

30/87



②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ．売上高   25,667 100.0  37,433 100.0

Ⅱ．売上原価 ※1  23,384 91.1  32,977 88.1

売上総利益   2,283 8.9  4,455 11.9

Ⅲ．販売費及び一般管理費 　       

 1．役員報酬  119   103   

 2．給料手当  360   427   

 3．賞与  40   207   

 4．退職給付費用  29   26   

 5．役員退職慰労引当金繰
入額

 10   23   

 6．福利厚生費  85   100   

 7．旅費交通費  61   70   

 8．賃借料  106   149   

 9．減価償却費  48   70   

10．交際費  51   65   

11．見積設計費  26   349   

12．その他  327 1,266 4.9 739 2,333 6.2

営業利益   1,016 4.0  2,121 5.7

Ⅳ．営業外収益        

 1．受取利息  3   13   

 2．受取配当金  9   12   

 3．貸倒引当金戻入益  6   19   

 4．その他  1 21 0.1 3 48 0.1

Ⅴ．営業外費用        

 1．支払利息  127   103   

 2．支払保証料  67   30   

 3．その他  6 200 0.8 13 146 0.4

経常利益   836 3.3  2,023 5.4
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前連結会計年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ．特別損失        

 1．固定資産除却損 ※2 19   263   

 2．ゴルフ会員権評価損  － 19 0.1 1 264 0.7

税金等調整前当期純利益   817 3.2  1,758 4.7

法人税、住民税及び事業税  442   919   

法人税等調整額  △51 391 1.5 △80 839 2.2

当期純利益   426 1.7  919 2.5
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

1,100 581 1,094 △1 2,774

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 100 90 － － 190

剰余金の配当(注) － － △131 － △131

役員賞与(注) － － △22 － △22

当期純利益 － － 426 － 426

自己株式の取得 － － － △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

100 90 271 △0 462

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,200 672 1,366 △2 3,236

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価
差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等合
計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

110 1,410 1,520 4,294

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 － － － 190

剰余金の配当(注) － － － △131

役員賞与(注) － － － △22

当期純利益 － － － 426

自己株式の取得 － － － △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

19 － 19 19

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

19 － 19 481

平成19年３月31日　残高
（百万円）

129 1,410 1,539 4,775

 (注)平成18年6月29日の定時株主総会における利益処分項目である。

当連結会計年度（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,200 672 1,366 △2 3,236

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 － － △135 － △135

当期純利益 － － 919 － 919

自己株式の取得 － － － △2 △2

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 783 △2 781

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1,200 672 2,150 △4 4,018
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価
差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等合
計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

129 1,410 1,539 4,775

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当 － － － △135

当期純利益 － － － 919

自己株式の取得 － － － △2

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△45 － △45 △45

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△45 － △45 736

平成20年３月31日　残高
（百万円）

83 1,410 1,494 5,512
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ．営業活動によるキャッ
シュ・フロー

   

 1．税金等調整前当期純利
益

 817 1,758

 2．減価償却費  856 1,003

 3．ゴルフ会員権評価損  － 1

 4．受取利息及び受取配当
金

 △12 △25

 5．支払利息  127 103

 6．有価証券（投資含む）
売却益

 △0 △0

 7．固定資産除却損  19 263

 8．役員賞与の支払額  △22 －

 9．売上債権の減少額  1,092 1,043

10．たな卸資産の増加額  △6,531 △2,807

11．仕入債務の増加額  1,609 1,669

12．前受金の増加額  5,203 2,202

13．引当金の増加額  81 174

14．その他  △1,052 △975

小計  2,188 4,411

15．利息及び配当金の受取
額

 10 27

16．消費税等の還付額  931 1,036

17．利息の支払額  △121 △97

18．法人税等の支払額  △486 △441

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 2,522 4,936

 

EDINET提出書類

内海造船株式会社(E02131)

有価証券報告書

35/87



  
前連結会計年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ．投資活動によるキャッ
シュ・フロー

   

 1．有価証券（投資含む）
の取得による支出

 △0 △0

 2．有価証券（投資含む）
の売却による収入

 6 0

 3．固定資産の取得による
支出

 △1,266 △1,593

 4．その他  5 42

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △1,255 △1,552

Ⅲ．財務活動によるキャッ
シュ・フロー

   

 1．短期借入金の純増減額  499 －

 2．長期借入による収入  500 －

 3．長期借入金の返済によ
る支出

 △1,527 △1,812

 4．配当金の支払額  △131 △135

 5．新株の発行  190 －

 6．その他  △0 △2

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 △469 △1,949

Ⅳ．現金及び現金同等物に係
る換算差額

 － －

Ⅴ．現金及び現金同等物の増
加額

 797 1,434

Ⅵ．現金及び現金同等物の期
首残高

 3,658 4,455

Ⅶ．現金及び現金同等物の期
末残高

※ 4,455 5,889
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前連結会計年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

 1．連結の範囲に関する事項 子会社はすべて連結している。

　当該連結子会社は、

　㈱エヌ・エスコーポレーション

　内海エンジニアリング㈱の2社である。 

同左

 2．持分法の適用に関する事

項

────── ──────

 3．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度末日と連結決算日

は一致している。

同左

 4．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 

①有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②たな卸資産

（原材料・貯蔵品・商品）

　主として個別法及び総平均法による原価

法

②たな卸資産

（原材料・貯蔵品・商品）

同左

 （半成工事）

　個別法による原価法

（半成工事）

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

　定率法

①有形固定資産

定率法　

 　但し、平成10年4月1日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定

額法を採用している。

　なお、取得価額10万円以上20万円未満の

資産については、3年間で均等償却する方

法を採用している。

　主な耐用年数は次のとおりである。

　建物　　　　　　　　  7～65年

　構築物及びドック船台  7～60年

　機械装置及び運搬具　  2～12年

  但し、平成10年4月1日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定

額法を採用している。

　なお、取得価額10万円以上20万円未満の

資産については、3年間で均等償却する方

法を採用している。

　主な耐用年数は次のとおりである。

　建物　　　　　　　　  7～65年

　構築物及びドック船台  7～60年

　機械装置及び運搬具　  2～12年

　（会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正

に伴い、当連結会計年度より、平成19年4月

1日以降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更している。

　これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、それぞれ26百万円

減少している。　

　なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載している。

　（追加情報）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正

に伴い、平成19年3月31日以前に取得した

有形固定資産については、償却可能限度額

（取得価額の5％）まで償却が終了した翌

連結会計年度から5年間で均等償却する方

法によっている。　

　これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益がそれぞれ57百万円

減少している。　

　なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載している。

 ②無形固定資産

　定額法

　但し、ソフトウェア（自社利用分）につ

いては、社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採用している。

②無形固定資産

　

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

 (3）重要な繰延資産の処理の

方法

株式交付費

 支出時に全額費用として処理している。

（追加情報） 

繰延資産の会計処理に関する当面の取

扱い

　当連結会計年度より、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」(企業会

計基準委員会　平成18年8月11日　実務対

応報告第19号)を適用している。

　これによる当連結会計年度の損益に与

える影響はない。

　──────

(4）重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上している。

①貸倒引当金

同左

 ②船舶保証工事引当金

　新造船の保証工事に対する費用支出に備

えるため、保証期間内のサービス費用見積

額を計上している。

②船舶保証工事引当金

　新造船の保証工事に対する費用支出に備

えるため、保証期間内の保証工事費用見積

額を計上している。

 ③退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上している。な

お、会計基準変更時差異については、15年

による按分額を費用処理している。

　数理計算上の差異については、各連結会

計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる按分額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理している。

③退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上している。な

お、会計基準変更時差異については、15年

による按分額を費用処理している。　

　数理計算上の差異については、各連結会

計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる按分額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理している。

　過去勤務債務については、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（5年）による定額法により費用処理

している。

 ④役員退職慰労引当金

　当社では役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給額を計上

している。

④役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上してい

る。

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

(6）重要なリース取引の処

理の方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。

同左

(7）重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。なお、

為替予約については振当処理の要件を

満たしている場合は振当処理を、金利ス

ワップについては特例処理の要件を満

たしている場合は特例処理を採用して

いる。

──────

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ──────

 ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  外貨建予定取引及

び外貨建預金

金利スワップ  借入金

 

 ③ヘッジ方針

　内部規程に基づき、当社グループの為

替変動リスク及び金利変動リスクを

ヘッジしている。なお、実需に関係のな

いデリバティブ取引は行っていない。

──────

 ④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジの有効性評価は、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の対応関係を確認すること

により行っている。

──────

(8）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式を採用し

ている。

消費税等の会計処理

同左

 5．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっている。

同左

 6．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期的な投資。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第5号　平成17年12月9

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号　平成

17年12月9日）を適用している。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、4,775百万

円である。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成している。

──────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

―――――― （連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含め

て表示していた「未払法人税等」（前連結会計年度263百

万円）については、負債・純資産の合計額の100分の1超と

なったため、当連結会計年度より区分掲記している。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年3月31日）

当連結会計年度
（平成20年3月31日）

 ※1．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

再評価差額に係る税金負担相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部

に計上している。

 ※1．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

再評価差額に係る税金負担相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部

に計上している。

(1）再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行

令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号

に定める固定資産税評価額により算出

(1）再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行

令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号

に定める固定資産税評価額により算出

(2）再評価を行った年月日…平成12年3月31日 (2）再評価を行った年月日…平成12年3月31日

(3）再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額………749百万円

(3）再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額………782百万円

 ※2．担保資産及び担保付債務

(1）（財団抵当）

　担保に供している資産は次のとおりである。

 ※2．担保資産及び担保付債務

(1）（財団抵当）

　担保に供している資産は次のとおりである。

建物 368百万円

構築物及びドック船台 638

機械装置及び運搬具 423

土地 3,439

計 4,869

建物    340百万円

構築物及びドック船台 596

機械装置及び運搬具 334

土地 3,439

計 4,710

　担保付債務は次のとおりである。 　担保付債務は次のとおりである。

短期借入金  1,050百万円

長期借入金

（1年以内返済額を含む）
2,674

計 3,724

短期借入金       1,050百万円

長期借入金

（1年以内返済額を含む）
1,682

計 2,732

(2）（その他）

　担保に供している資産は次のとおりである。

(2）（その他）

　担保に供している資産は次のとおりである。

建物  123百万円

土地 25

計 148

建物     117百万円

土地 25

計 142

　担保付債務は次のとおりである。 　担保付債務は次のとおりである。

長期借入金

（1年以内返済額を含む）
    230百万円

長期借入金

（1年以内返済額を含む）
       150百万円

　 3．運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融

機関と当座貸越契約を締結している。この契約に基づ

く当連結会計年度末の借入金未実行残高等は次のと

おりである。

　 3．運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融

機関と当座貸越契約を締結している。この契約に基づ

く当連結会計年度末の借入金未実行残高等は次のと

おりである。

当座貸越限度額       3,510百万円

借入実行残高 －

差引額 3,510

当座貸越限度額        3,510百万円

借入実行残高 －

差引額 3,510

 ※4．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって、決済処理をしている。なお当連結会

計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の連

結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含ま

れている。

 受取手形　　　　　　　　　　　　　213百万円

※4．　　　　　　　　──────

（連結損益計算書関係）
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前連結会計年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

 ※1．当期総製造費用に含まれている研究開発費は、0百

万円である。

 ※1．──────

 ※2．固定資産除却損の内訳は次のとおりである。  ※2．固定資産除却損の内訳は次のとおりである。

建物 0百万円

構築物及びドック船台 0

機械装置及び運搬具 10

工具器具備品 2

その他 5

計 19

建物  66百万円

構築物及びドック船台 37

機械装置及び運搬具 23

工具器具備品 14

その他 121

計 263

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式(注)1 22,000 530 － 22,530

合計 22,000 530 － 22,530

自己株式     

普通株式(注)2 10 1 － 11

合計 10 1 － 11

 (注)1．発行済株式数の増加530千株は、第三者割当増資による新株の発行である。

2．自己株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取りである。

２．新株予約権等に関する事項

 該当事項なし。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日

定時株主総会
普通株式 131 6 平成18年3月31日 平成18年6月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月27日

定時株主総会
普通株式 135  利益剰余金 6 平成19年3月31日 平成19年6月28日

当連結会計年度（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 22,530 － － 22,530

合計 22,530 － － 22,530
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前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

自己株式     

普通株式(注) 11 3 － 14

合計 11 3 － 14

 (注)自己株式数の増加3千株は、単元未満株式の買取りである。

２．新株予約権等に関する事項

 該当事項なし。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月27日

定時株主総会
普通株式 135 6 平成19年3月31日 平成19年6月28日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年6月26日

定時株主総会
普通株式 337  利益剰余金 15 平成20年3月31日 平成20年6月27日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

 ※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

 ※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,497百万円

預入期間3ケ月超の定期預金 △42

現金及び現金同等物 4,455

現金及び預金勘定   5,931百万円

預入期間3ケ月超の定期預金 △42

現金及び現金同等物 5,889
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

項目

機械装置
及び運搬
具
(百万円)

工具器具
備品
(百万円)

無形固定
資産
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相
当額

1,474 75 79 1,630

減価償却累
計額相当額

180 47 45 273

期末残高相
当額

1,293 27 34 1,356

項目

機械装置
及び運搬
具
(百万円)

工具器具
備品
(百万円)

無形固定
資産
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相
当額

1,488 93 73 1,655

減価償却累
計額相当額

314 40 39 394

期末残高相
当額

1,173 53 34 1,260

（注）当連結会計年度から、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が高くなり、重要性が増したことから原則法

により記載している。

 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

 1年以内 135百万円

 1年超 1,231

計 1,367

 1年以内    141百万円

 1年超 1,152

計 1,294

（注）当連結会計年度から、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が高くなり、重要性が増したこと

から原則法により記載している。 

 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 177百万円

減価償却費相当額 149

支払利息相当額 43

支払リース料    182百万円

減価償却費相当額 153

支払利息相当額 41

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 (5）利息相当額の算定方法 

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっている。

　

 (5）利息相当額の算定方法 

同左
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（有価証券関係）

 1．売買目的有価証券

　該当事項なし。

 2．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　該当事項なし。

 3．その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度
（平成19年3月31日）

当連結会計年度
（平成20年3月31日）

取得原価
（百万円）

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上
額（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上
額（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

      

株式 142 365 222 143 308 164

債券 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 142 365 222 143 308 164

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

      

株式 90 82 △7 90 69 △20

債券 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 90 82 △7 90 69 △20

合計 232 447 214 233 377 144

 4．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
前連結会計年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

売却額（百万円） 6 0

売却益の合計額（百万円） 0 0

売却損の合計額（百万円） － －

 5．時価評価されていない有価証券

(1）満期保有目的の債券

　該当事項なし。

(2）その他有価証券

内容

前連結会計年度
（平成19年3月31日）

当連結会計年度
（平成20年3月31日）

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

①非上場株式 26 26

②社債型優先株 150 150
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内容

前連結会計年度
（平成19年3月31日）

当連結会計年度
（平成20年3月31日）

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

合計 176 176

 6．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

 該当事項なし。

（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30

～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っている。
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（デリバティブ取引関係）

1．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

(1）取引の内容

　当社グループの利用しているデリバティブ取引は、通

貨関連では為替予約取引、金利関連では、金利スワップ

取引である。

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用してい

ないため、該当事項なし。

(2）取引に対する取組方針

　当社グループのデリバティブ取引は、将来の為替・金

利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な

取引は行わない方針である。

 

(3）取引の利用目的

　当社グループのデリバティブ取引は、通貨関連では外

貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な

利益の確保を図る目的で、また金利関連では借入金利等

の将来の金利市場における利率上昇による変動リスク

を回避する目的で利用している。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ており、その方法等は、「連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項」4．(7）に記載したとおりであ

る。

 

(4）取引に係るリスクの内容

　為替予約取引等は為替相場の変動及び金利スワップ取

引は市場金利の変動によるリスクはほとんどないと認

識している。

 

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めたグループ各社のルールに従

い、グループ各社の資金担当部門が決裁担当者の承認を

得て行っている。

 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、又

は計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティ

ブ取引のリスクの大きさを示すものではない。

 

 2．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成19年3月31日）

　当社グループの利用しているデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引

の時価等に関する注記を省略している。

当連結会計年度（平成20年3月31日）

　該当事項なし。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

 1．採用している退職給付制度の概要

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、確定給付型

の退職金制度として、適格退職年金制度及び退職一時金

制度を設けている。

　なお、適格退職年金制度は、当社においては、平成2年5

月1日より、退職金制度の一部について採用している。

 1．採用している退職給付制度の概要

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、確定給付型

の退職金制度として、適格退職年金制度及び退職一時金

制度を設けている。また、一部の連結子会社は、規約型確

定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けている。

　なお、適格退職年金制度は、当社においては、平成2年5

月1日より、退職金制度の一部について採用している。

 2．退職給付債務に関する事項  2．退職給付債務に関する事項

 （百万円）

(1)退職給付債務 △4,154

(2)年金資産 1,422

(3)未積立退職給付債務（(1)＋(2)） △2,731

(4)会計基準変更時差異の未処理額 1,236

(5)未認識数理計算上の差異 75

(6)連結貸借対照表計上額純額

（(3)＋(4)＋(5)）
△1,419

(7)前払年金費用 71

(8)退職給付引当金（(6)－(7)） △1,490

 （百万円）

(1)退職給付債務 △4,093

(2)年金資産 1,300

(3)未積立退職給付債務（(1)＋(2)） △2,793

(4)会計基準変更時差異の未処理額 1,081

(5)未認識過去勤務債務 34

(6)未認識数理計算上の差異 24

(7)連結貸借対照表計上額純額

（(3)＋(4)＋(5)+(6)）
△1,653

(8)前払年金費用 2

(9)退職給付引当金（(7)－(8)） △1,655

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法

を採用している。

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法

を採用している。

 3．退職給付費用に関する事項  3．退職給付費用に関する事項

 （百万円）

(1)勤務費用 174

(2)利息費用 79

(3)期待運用収益 △14

(4)会計基準変更時差異の費用処理額 154

(5)数理計算上の差異の費用処理額 20

(6)退職給付費用

　（(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)）

414

 

 （百万円）

(1)勤務費用 185

(2)利息費用 81

(3)期待運用収益 △16

(4)会計基準変更時差異の費用処理額 154

(5)過去勤務債務の費用処理額　 4

(6)数理計算上の差異の費用処理額 5

(7)退職給付費用

　（(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6)）

414

 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「(1)勤務費用」に計上している。

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「(1)勤務費用」に計上している。

 4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項  4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2)割引率 2.0％

(3)期待運用収益率 1.1％

(4)数理計算上の差異の処理年数 10年

（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理する方法。）

(5)会計基準変更時差異の処理年数 15年

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2)割引率 　 2.0％

(3)期待運用収益率 　 1.1％

(4)過去勤務債務の額の処理年数　 　5年　

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により費用処理する方法。）

(5)数理計算上の差異の処理年数 　10年

（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理する方法。）

(6)会計基準変更時差異の処理年数 　15年
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（ストック・オプション等関係）

該当事項なし。

（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年3月31日）

当連結会計年度
（平成20年3月31日）

 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

船舶保証工事引当金   14百万円

役員退職慰労引当金 10

退職給付引当金 564

貸倒引当金 33

ゴルフ会員権評価損 45

その他 63

繰延税金資産小計 732

評価性引当額 △32

繰延税金資産合計 699

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △85

その他 △3

繰延税金負債合計 △89

繰延税金資産の純額 610

繰延税金資産  

船舶保証工事引当金     17百万円

役員退職慰労引当金 18

退職給付引当金 657

貸倒引当金 27

ゴルフ会員権評価損 30

その他 119

繰延税金資産小計 872

評価性引当額 △80

繰延税金資産合計 791

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △65

その他　 △10

繰延税金負債合計 △76

繰延税金資産の純額 715

　当連結会計年度の繰延税金資産の純額は、連結貸借対

照表の以下の項目に含まれている。

　当連結会計年度の繰延税金資産の純額は、連結貸借対

照表の以下の項目に含まれている。

流動資産……繰延税金資産  48百万円

固定資産……繰延税金資産 561

流動資産……繰延税金資産 70百万円

固定資産……繰延税金資産 644

 2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
4.2

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.5

住民税均等割等 0.9

その他 3.4

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
47.8

法定実効税率 　　39.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
3.5

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.3

住民税均等割等 0.4

評価性引当額の増減 2.8

その他 1.5

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
47.7
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）

 
船舶事業
（百万円）

陸上事業
（百万円）

サービス事
業(百万円)

合計
（百万円）

消去又は全
社(百万円)

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 23,334 1,917 415 25,667 － 25,667

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 464 416 880 △880 －

計 23,334 2,381 831 26,547 △880 25,667

営業費用 21,809 2,189 855 24,854 △203 24,651

営業利益又は営業損失(△) 1,525 191 △24 1,693 △677 1,016

Ⅱ．資産・減価償却費及び資本

的支出
      

資産 26,390 1,533 687 28,612 6,640 35,252

減価償却費 774 31 35 841 15 856

資本的支出 1,029 8 1 1,039 7 1,047

当連結会計年度（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）

 
船舶事業
（百万円）

陸上事業
（百万円）

サービス事
業(百万円)

合計
（百万円）

消去又は全
社(百万円)

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 36,665 369 398 37,433 － 37,433

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 1,451 582 2,033 △2,033 －

計 36,665 1,820 981 39,466 △2,033 37,433

営業費用 33,282 1,769 993 36,046 △734 35,311

営業利益又は営業損失(△) 3,382 50 △12 3,420 △1,299 2,121

Ⅱ．資産・減価償却費及び資本

的支出
      

資産 30,317 928 751 31,997 7,292 39,290

減価償却費 938 5 35 979 24 1,003

資本的支出 2,101 7 64 2,173 159 2,333

 　（注）1．事業区分の方法は製品の種類・性質・製造方法等の類似性に基づく製品系列によっている。

 2．各区分に属する主要な製品の名称

(1）船舶事業　　　貨物船・自動車航送旅客船・コンテナ船・自動車専用運搬船等の商船建造及び各種船舶・艦

艇の改造修理等。

(2）陸上事業　　　土木建設、太陽光発電システムの設置、農作物栽培装置、産業機械等の設計・製作。

(3）サービス事業　ホテルの経営・物品の販売等。
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 3．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（前連結会計年度677百万円、当連結会計年

度1,299百万円）の主なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用である。

 4．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産（前連結会計年度6,857百万円、当連結会計年度8,245百万

円）の主なものは、当社での余資運用資金（現金預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管

理部門に係る資産である。

 5．減価償却費及び資本的支出には無形固定資産及び長期前払費用とそれらの償却費が含まれている。

　6．会計方針の変更

　（当連結会計年度）

　有形固定資産の減価償却の方法の変更

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、当連結会計年度より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更している。これにより従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業

費用は船舶事業が22百万円、陸上事業が0百万円、サービス事業が1百万円、消去又は全社が1百万円増加し、営業

利益がそれぞれ同額減少している。

　　7．追加情報

　（当連結会計年度）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償

却可能限度額（取得価額の5％）まで償却が終了した翌連結会計年度から5年間で均等償却する方法によって

いる。これにより従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は船舶事業が54百万円、陸上

事業が0百万円、サービス事業が1百万円、消去又は全社が1百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少してい

る。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）及び当連結会計年度（自平成19年4月1日　至平成20

年3月31日）において、在外連結子会社及び支店がないため記載していない。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 アジア ラテンアメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 1,048 14,340 4,426 177 19,992

Ⅱ．連結売上高（百万円）     25,667

Ⅲ．連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
4.09 55.87 17.24 0.69 77.89

　 （注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

 2．各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア （シンガポール他）

(2）ラテンアメリカ （パナマ他）

(3）ヨーロッパ （ドイツ）

(4）その他の地域 （リベリア）

 3．海外売上高は、連結子会社が本邦以外の国又は地域に対して輸出していないため、当社の海外売上高を記載

している。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 アジア ラテンアメリカ その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 192 31,131 516 31,840

Ⅱ．連結売上高（百万円）    37,433

Ⅲ．連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
0.51 83.17 1.38 85.06

　 （注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

 2．各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア （中華人民共和国他）

(2）ラテンアメリカ （パナマ）

(3）その他の地域 （リベリア）
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 3．海外売上高は、連結子会社が本邦以外の国又は地域に対して輸出していないため、当社の海外売上高を記載

している。
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  【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年4月１日　至平成19年3月31日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は出
資金

(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引
金額

(百万円)
科目

期末
残高

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

その他

の関係

会社

日立造

船株式

会社

大阪市

住之江

区

45,442

プラント・

環境装置の

製作、据付

及び修繕、

内燃機・原

動機等の製

作及び修

繕、その他

19.91％ －

資材の

購入を

委託・

因島工

場の土

地建物

等を賃

借して

いる。

原材料

の購入
6,442

前渡金 612

買掛金 2,248

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は出
資金

(百万円)

事業の内容又
は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容
取引の内
容

取引
金額

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

その他

の関係

会社

KALEIDO MARINE

投資事業有限責任

組合

東京都

港区
－

投資事業有限

責任組合契約

に関する法律

第3条第1項に

定める事業

34.50％ － － 

第三者割

当増資の

引受け

190

 （注）　取引条件ないし取引条件の決定方針等

 1．取引金額は、市場価格をもとに算出し、購入の都度決定している。

 2．上表中の取引金額には、消費税等を含んでいない。

当連結会計年度（自平成19年4月１日　至平成20年3月31日）

(1)親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は出
資金

(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引
金額

(百万円)
科目

期末
残高

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

その他

の関係

会社

日立造

船株式

会社

大阪市

住之江

区

45,442

プラント・

環境装置の

製作、据付

及び修繕、

内燃機・原

動機等の製

作及び修

繕、その他

20.27％

　(0.35％)
－

資材の

購入を

委託・

因島工

場の土

地建物

等を賃

借して

いる。

原材料

の購入
7,114 買掛金 1,729

　（注）　取引条件ないし取引条件の決定方針等

1．取引金額は、市場価格をもとに算出し、購入の都度決定している。　

2．上表中の取引金額には、消費税等を含んでいない。連結会計年度末残高には消費税等を含めている。

　3．議決権等の被所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数である。
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(2)兄弟会社等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は出
資金

(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引
金額

(百万円)
科目

期末
残高

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

その他

の関係

会社の

子会社

　

日立造

船

ディー

ゼルア

ンドエ

ンジニ

アリン

グ株式

会社　

熊本県

玉名郡

長洲町

　

490

各種船用・

陸用原動機

および同部

品、真空関

連機器およ

び自動車用

プレスの製

作・販売、

アフター

サービス　　

－　 －

当社が

製造す

る船舶

の主機

関を購

入して

いる。　

主機関

の購入
1,342

前渡金 572

買掛金 415

 （注）　取引条件ないし取引条件の決定方針等

 1．取引金額は、市場価格をもとに算出し、購入の都度決定している。

 2．上表中の取引金額には、消費税等を含んでいない。連結会計年度末残高には消費税等を含めている。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

１株当たり純資産額      212円08銭

１株当たり当期純利益  19円12銭

１株当たり純資産額        244円82銭

１株当たり当期純利益 40円82銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載していない。

　（注）算定上の基礎

　

1．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

  
前連結会計年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

純資産の部の合計額 (百万円) 4,775 5,512

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 4,775 5,512

普通株式の発行済株式数 (千株) 22,530 22,530

普通株式の自己株式数　 (千株)　 11 14

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数
(千株)　 22,518 22,515

2．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

  
前連結会計年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

当期純利益 (百万円) 426 919

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 426 919

期中平均株式数 (千株) 22,298 22,516

（重要な後発事象）

 　　　 該当事項なし。　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項なし。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,150 1,150 1.457 －

一年以内に返済予定の長期借入金 1,812 1,243 2.235 －

一年以内に返済予定のリース債務 － － －　 －　

長期借入金

（一年以内に返済予定のものを除く。）
2,552 1,308 1.892

自平成20年 4月15日

至平成25年10月15日

リース債務　

（一年以内に返済予定のものを除く。）　
－ － －　 －　

その他の有利子負債 － － － －

合計 5,514 3,702 － －

　 （注）1．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。

 2．「返済期限」については、期末借入金残高に対する最終返済期限を記載している。

 3．長期借入金（一年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後5年間の返済予定額は次のとおりである。

 
1年超2年以内
（百万円）

2年超3年以内
（百万円）

3年超4年以内
（百万円）

4年超5年以内
（百万円）

長期借入金 796 356 122 16

(2) 【その他】

　該当事項なし。
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２【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年3月31日）
当事業年度

（平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ．流動資産        

 1．現金及び預金   4,292   5,682  

 2．受取手形 ※5  812   38  

 3．売掛金   1,772   1,448  

 4．原材料及び貯蔵品   157   93  

 5．半成工事   13,899   16,668  

 6．前渡金 ※1  820   626  

 7．前払費用   75   58  

 8．繰延税金資産   45   67  

 9．未収収益   4   2  

10．未収消費税等   1,033   902  

11．短期債権 　  16   27  

12．その他   2   1  

貸倒引当金   △44   △24  

流動資産合計   22,889 65.5  25,592 65.9

Ⅱ．固定資産        

 1．有形固定資産        

(1）建物 ※3 5,180   5,294   

減価償却累計額  3,035 2,144  3,089 2,205  

(2）構築物 ※3 3,261   3,338   

減価償却累計額  2,024 1,236  2,128 1,209  

(3）ドック船台 ※3 2,025   2,027   

減価償却累計額  1,578 446  1,602 425  

(4）機械装置 ※3 8,087   8,817   

減価償却累計額  6,422 1,665  6,369 2,448  

(5）船舶 ※3 174   157   

減価償却累計額  150 24  140 16  

(6）車両運搬具  501   493   

減価償却累計額  400 100  399 93  

(7）工具器具備品  2,422   2,790   

減価償却累計額  1,760 661  1,909 881  

(8）土地 ※2,3  4,280   4,462  

(9）建設仮勘定   2   66  

有形固定資産合計   10,561 30.2  11,810 30.4
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前事業年度

（平成19年3月31日）
当事業年度

（平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

 2．無形固定資産        

(1）借地権   10   10  

(2）ソフトウェア   94   59  

(3）その他   9   9  

無形固定資産合計   114 0.3  78 0.2

 3．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   624   554  

(2）関係会社株式   100   100  

(3）出資金   3   3  

(4）破産更生債権等   61   61  

(5）長期前払費用   59   16  

(6）繰延税金資産   556   636  

(7）その他   37   37  

貸倒引当金   △61   △61  

投資その他の資産合計   1,381 4.0  1,348 3.5

固定資産合計   12,057 34.5  13,237 34.1

資産合計   34,947 100.0  38,830 100.0
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前事業年度

（平成19年3月31日）
当事業年度

（平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ．流動負債        

 1．支払手形 　  4,890   5,268  

 2．買掛金 ※1  3,225   3,530  

 3．短期借入金 ※3  1,150   1,150  

 4．一年以内返済予定長期
借入金

※3  1,812   1,243  

 5．未払費用 ※1　  889   1,225  

 6．未払法人税等   232   696  

 7．前受金   12,541   14,636  

 8．預り金   90   82  

 9．船舶保証工事引当金   36   45  

10．設備工事支払手形 　  70   640  

11．設備工事未払金 ※1　  99   748  

12．その他   1   1  

流動負債合計   25,041 71.6  29,269 75.4

Ⅱ．固定負債        

 1．長期借入金 ※3  2,552   1,308  

 2．再評価に係る繰延税金
負債

※2  1,184   1,184  

 3．退職給付引当金   1,434   1,646  

 4．役員退職慰労引当金   26   34  

固定負債合計   5,197 14.9  4,174 10.7

負債合計   30,239 86.5  33,443 86.1
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前事業年度

（平成19年3月31日）
当事業年度

（平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ．株主資本 　       

１．資本金 　  1,200 3.5  1,200 3.1

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 416   416   

(2）その他資本剰余金 　 255   255   

資本剰余金合計 　  672 1.9  672 1.7

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 1,298   2,024   

利益剰余金合計 　  1,298 3.7  2,024 5.2

４．自己株式   △2 △0.0  △4 △0.0

株主資本合計 　  3,168 9.1  3,892 10.0

Ⅱ．評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

  129 0.4  83 0.2

２．土地再評価差額金 ※2  1,410 4.0  1,410 3.7

評価・換算差額等合計 　  1,539 4.4  1,494 3.9

純資産合計 　  4,708 13.5  5,386 13.9

負債・純資産合計 　  34,947 100.0  38,830 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ．売上高        

受注工事   24,779 100.0  36,591 100.0

Ⅱ．売上原価        

受注工事 ※1,2  22,667 91.5  32,365 88.4

売上総利益   2,111 8.5  4,226 11.6

Ⅲ．販売費及び一般管理費        

 1．役員報酬  84   73   

 2．給料手当  322   386   

 3．賞与  34   179   

 4．退職給付費用  25   22   

 5．役員退職慰労引当金繰
入額

 10   10   

 6．福利厚生費  67   88   

 7．旅費交通費  60   69   

 8．通信費  11   11   

 9．租税課金  37   37   

10．賃借料  101   145   

11．減価償却費  47   70   

12．交際費  51   65   

13．業務委託料  77   162   

14．見積設計費  26   349   

15．補修費　  －   189   

16．その他  207 1,167 4.7 353 2,215 6.1

営業利益   944 3.8  2,010 5.5
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前事業年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ．営業外収益        

 1．受取利息  2   12   

 2．受取配当金 　 9   12   

 3．貸倒引当金戻入益 　 10   19   

 4．その他  1 24 0.1 3 47 0.1

Ⅴ．営業外費用        

 1．支払利息  127   102   

 2．支払保証料  67   30   

 3．その他  5 199 0.8 13 145 0.4

経常利益   768 3.1  1,912 5.2

Ⅵ．特別損失        

 1．固定資産除却損 ※3 19   261   

 2．ゴルフ会員権評価損  － 19 0.1 1 263 0.7

税引前当期純利益   749 3.0  1,649 4.5

法人税、住民税及び事業税  406   864   

法人税等調整額  △59 346 1.4 △75 788 2.1

当期純利益   402 1.6  860 2.4

        

損益計算書における売上原価の内訳は次のとおりである。

（売上原価明細書）

  
前事業年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

 1．直接材料費  11,705 51.6 18,359 56.7

 2．直接経費  4,976 21.9 5,963 18.4

 3．用役費  794 3.5 1,316 4.1

 4．加工費  5,250 23.2 6,378 19.7

 5．原価差額  △31 △0.1 337 1.1

 6．船舶保証工事引当金繰入額  △28 △0.1 8 0.0

売上原価合計  22,667 100.0 32,365 100.0

　（注）原価計算の方法

 1．当社の原価計算はすべて個別原価計算によっている。

　また、原価のうち材料費の一部、用役費及び加工費（労務費及び間接費）については、予定率をもって計算し、

実際原価との差額が多額の時は、原価差額の調整を行い、半成工事と売上原価に配賦している。

 2．加工費に占める労務費の割合は前事業年度は42.0％、当事業年度は40.4％である。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金  利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計繰越利益剰

余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

1,100 326 255 581 1,044 1,044 △1 2,724

事業年度中の変動額         

新株の発行 100 90 － 90 － － － 190

剰余金の配当(注) － － － － △131 △131 － △131

役員賞与(注) － － － － △16 △16 － △16

当期純利益 － － － － 402 402 － 402

自己株式の取得 － － － － － － △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

100 90 － 90 254 254 △0 444

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,200 416 255 672 1,298 1,298 △2 3,168

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額
金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

110 1,410 1,520 4,244

事業年度中の変動額     

新株の発行 － － － 190

剰余金の配当(注) － － － △131

役員賞与(注) － － － △16

当期純利益 － － － 402

自己株式の取得 － － － △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

19 － 19 19

事業年度中の変動額合計
（百万円）

19 － 19 463

平成19年３月31日　残高
（百万円）

129 1,410 1,539 4,708

 (注)平成18年6月29日の定時株主総会における利益処分項目である。

当事業年度（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金  利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計繰越利益剰

余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,200 416 255 672 1,298 1,298 △2 3,168

事業年度中の変動額         

剰余金の配当 － － － － △135 △135 － △135

当期純利益 － － － － 860 860 － 860

自己株式の取得 － － － － － － △2 △2
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株主資本

資本金

資本剰余金  利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計繰越利益剰

余金

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － 725 725 △2 723

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1,200 416 255 672 2,024 2,024 △4 3,892

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額
金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

129 1,410 1,539 4,708

事業年度中の変動額     

剰余金の配当 － － － △135

当期純利益 － － － 860

自己株式の取得 － － － △2

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△45 － △45 △45

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△45 － △45 677

平成20年３月31日　残高
（百万円）

83 1,410 1,494 5,386
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重要な会計方針

 
前事業年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

 1．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 2．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）原材料・貯蔵品

　個別法及び総平均法による原価法

(1）原材料・貯蔵品

同左

 (2）半成工事

　個別法による原価法

(2）半成工事

同左

 3．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法

　但し、平成10年4月1日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用している。

　なお、取得価額が10万円以上20万円未

満の資産については、3年間で均等償却

する方法を採用している。

　主な耐用年数は次のとおりである。

　建物　　　　　　 7～65年

　構築物　　　　　 7～60年

　ドック船台　　　15～45年

　機械装置　　　　　　12年

(1）有形固定資産

　定率法

  但し、平成10年4月1日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用している。　

　なお、取得価額が10万円以上20万円未

満の資産については、3年間で均等償却

する方法を採用している。

　主な耐用年数は次のとおりである。

　建物　　　　　　 7～65年

構築物　　　　　 7～60年

ドック船台　　　15～45年　

機械装置　　　　　　12年

　（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年4月1日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更している。

　これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ25百万円減

少している。

　（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年3月31

日以前に取得した有形固定資産につい

ては、償却可能限度額（取得価額の

5％）まで償却が終了した翌事業年度か

ら5年間で均等償却する方法によってい

る。これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益がそれぞれ57百万円

減少している。
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前事業年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

 (2）無形固定資産及び長期前払費用

　定額法

　但し、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能期間（

5年）に基づく定額法を採用している。

(2）無形固定資産及び長期前払費用

同左 

 4．繰延資産の処理方法 株式交付費

支出時に全額費用として処理している。

 

（追加情報） 

　繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い

　当事業年度より「繰延資産の会計処理に

関する当面の取扱い」（企業会計基準委

員会　平成18年8月11日　実務対応報告第19

号）を適用している。

　これによる当期の損益に与える影響はな

い。

　──────

 5．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。

同左

 6．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）船舶保証工事引当金

　新造船の保証工事に対する費用支出に

備えるため、保証期間内のサービス費用

見積額を計上している。

(2）船舶保証工事引当金

　新造船の保証工事に対する費用支出に

備えるため、保証期間内の保証工事費用

見積額を計上している。

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上している。

なお、会計基準変更時差異については、

15年による按分額を費用処理している。

　数理計算上の差異については、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による按分額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理している。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上している。

なお、会計基準変更時差異については、

15年による按分額を費用処理している。

　

　数理計算上の差異については、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による按分額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理している。　

　過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（5年）による定額法により費

用処理している。
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前事業年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ている。

(4）役員退職慰労引当金

同左

 7．収益及び費用の計上基準 (1）売上高の計上方法は、受注工事の引渡

しが完了した事業年度の売上高として

計上している。この場合において売上金

額が確定せず、また、売上原価が未集計

であるときには、これを見積計上する方

法（造船業財務諸表準則第94条の2第1

項第1号）を適用している。

 同左

 (2）前事業年度以前において計上した売

上高及び売上原価の見積額と当期確定

額との差額は極めて少額であるため、前

期損益修正とせず当期売上高及び売上

原価を修正している。

同左

 8．リース取引の処理の方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。

同左

 9．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。なお、

為替予約については振当処理の要件を

満たしている場合は振当処理を、金利ス

ワップについては特例処理の要件を満

たしている場合は特例処理を採用して

いる。

──────

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 ──────

 ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  外貨建予定取引及

び外貨建預金

金利スワップ  借入金

 

 (3）ヘッジ方針

　内部規程に基づき、当社の為替変動リ

スク及び金利変動リスクをヘッジして

いる。なお、実需に関係のないデリバ

ティブ取引は行っていない。

──────

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジの有効性評価は、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の対応関係を確認すること

により行っている。

──────

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 　税抜方式を採用している。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第5号　平成17年12月9日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第8号　平成17年12月9

日）を適用している。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は4,708百万円

である。なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成している。

　──────

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

　―――――― （損益計算書）　

　前事業年度において、販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示していた「補修費」（前事業年度8百万

円）については、販売費及び一般管理費の合計額の100分

の5超となったため、当事業年度より区分掲記している。　
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年3月31日）

当事業年度
（平成20年3月31日）

 ※1．関係会社に対する資産・負債  ※1．関係会社に対する資産・負債

（資産）前渡金 612百万円
  

（負債）買掛金 2,248

  
  

（負債）買掛金

　設備工事未払金

　      上記以外の債務合計

　1,775百万円

480

335

 ※2．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

再評価差額に係る税金負担相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部

に計上している。

 ※2．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

再評価差額に係る税金負担相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部

に計上している。

(1）再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行

令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号

に定める固定資産税評価額により算出

(1）再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行

令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号

に定める固定資産税評価額により算出

(2）再評価を行った年月日…平成12年3月31日 (2）再評価を行った年月日…平成12年3月31日

(3）再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額…… 749百万円

(3）再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額…… 782百万円

 ※3．担保資産及び担保付債務

(1）（財団抵当）

　担保に供している資産は次のとおりである。

 ※3．担保資産及び担保付債務

(1）（財団抵当）

　担保に供している資産は次のとおりである。

建物 368百万円

構築物 351

ドック船台 286

機械装置 416

船舶 7

土地 3,439

計 4,869

建物    340百万円

構築物 329

ドック船台 266

機械装置 329

船舶 4

土地 3,439

計 4,710

　担保付債務は次のとおりである。 　担保付債務は次のとおりである。

短期借入金    1,050百万円

長期借入金

（1年以内返済額を含む）

2,674

 

計 3,724

短期借入金        1,050百万円

長期借入金

（1年以内返済額を含む）

1,682

 

計 2,732

(2）（その他）

　担保に供している資産は次のとおりである。

(2）（その他）

　担保に供している資産は次のとおりである。

建物 123百万円

土地 25

計 148

建物    117百万円

土地 25

計 142

　担保付債務は次のとおりである。 　担保付債務は次のとおりである。

長期借入金

（1年以内返済額を含む）

230百万円

 

長期借入金

（1年以内返済額を含む）

   150百万円

 

 

EDINET提出書類

内海造船株式会社(E02131)

有価証券報告書

70/87



前事業年度
（平成19年3月31日）

当事業年度
（平成20年3月31日）

　 4．運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融

機関と当座貸越契約を締結している。この契約に基づ

く当事業年度末の借入金未実行残高等は次のとおり

である。

　 4．運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融

機関と当座貸越契約を締結している。この契約に基づ

く当事業年度末の借入金未実行残高等は次のとおり

である。

当座貸越限度額     3,300百万円

借入実行残高 －

差引額 3,300

当座貸越限度額       3,300百万円

借入実行残高 －

差引額 3,300

 ※5．期末日満期手形 

　　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって、決済処理をしている。なお当期末日は金融機関

の休日であったため、期末日満期手形が期末残高に含ま

れている。

　　受取手形　　　 　　　　　　　　　　212百万円

 ※5．――――――

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

 ※1．関係会社との取引により発生した仕入高等  ※1．関係会社との取引により発生した仕入高等

材料費        6,454百万円 材料費        7,162百万円

 ※2．当期総製造費用に含まれている研究開発費は、0百

万円である。

 ※2．――――――

 ※3．固定資産除却損の内訳は次のとおりである。  ※3．固定資産除却損の内訳は次のとおりである。

建物 0百万円

構築物  0

機械装置 10

その他 8

計 19

建物  66百万円

構築物 37　

機械装置 19

その他 138

計 261
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 10 1 － 11

合計 10 1 － 11

 (注)自己株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取りである。

当事業年度（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 11 3 － 14

合計 11 3 － 14

 (注)自己株式数の増加3千株は、単元未満株式の買取りである。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

項目
機械装
置

(百万円)

車両運
搬具

(百万円)

工具器
具備品

(百万円)

無形固
定資産

(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

1,454 20 75 79 1,630

減価償却
累計額相
当額

172 8 47 45 273

期末残高
相当額

1,282 11 27 34 1,356

項目
機械装
置

(百万円)

車両運
搬具

(百万円)

工具器
具備品

(百万円)

無形固
定資産

(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

1,474 14 93 73 1,655

減価償却
累計額相
当額

307 7 40 39 394

期末残高
相当額

1,166 7 53 34 1,260

（注）当事業年度から、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が高くなり、重要性が増したことから原則法により

記載している。 

 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

1年以内 135百万円

1年超 1,231

計 1,367

1年以内    141百万円

1年超 1,152

計 1,294

（注）当事業年度から、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が高くなり、重要性が増したことか

ら原則法により記載している。  

 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 177百万円

減価償却費相当額 149

支払利息相当額 43

支払リース料    182百万円

減価償却費相当額 153

支払利息相当額 41

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

 (5）利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっている。

 (4）減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 (5）利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前事業年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）における子会社株式で時価のあるものはない。

当事業年度（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）における子会社株式で時価のあるものはない。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年3月31日）

当事業年度
（平成20年3月31日）

 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

船舶保証工事引当金 14百万円

役員退職慰労引当金 10

退職給付引当金 560

貸倒引当金 33

ゴルフ会員権評価損 45

その他 59

繰延税金資産小計 723

評価性引当額 △32

繰延税金資産合計 691

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △85

その他 △3

繰延税金負債合計 △89

繰延税金資産の純額 602

繰延税金資産  

船舶保証工事引当金   17百万円

役員退職慰労引当金 13

退職給付引当金 655

貸倒引当金 27

ゴルフ会員権評価損 30

その他 113

繰延税金資産小計 857

評価性引当額 △80

繰延税金資産合計 777

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △65

その他　 △8

繰延税金負債合計 △74

繰延税金資産の純額 703

　当事業年度の繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以

下の項目に含まれている。

　当事業年度の繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以

下の項目に含まれている。

流動資産……繰延税金資産 45百万円

固定資産……繰延税金資産 556

流動資産……繰延税金資産   67百万円

固定資産……繰延税金資産 636

 2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
4.4

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.5

住民税均等割等 0.9

その他 1.7

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
46.3

法定実効税率 　　39.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
3.4

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.3

住民税均等割等 0.4

評価性引当額の増減 3.0

その他 1.5

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
47.8
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

１株当たり純資産額 209円08銭

１株当たり当期純利益 18円04銭

１株当たり純資産額    239円22銭

１株当たり当期純利益   38円22銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載していない。

　（注）　算定上の基礎

1．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

  
前事業年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

純資産の部の合計額 (百万円) 4,708 5,386

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 4,708 5,386

普通株式の発行済株式数 (千株) 22,530 22,530

普通株式の自己株式数　 (千株)　 11 14

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数
(千株)　 22,518 22,515

2．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

  
前事業年度

（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

当期純利益 (百万円) 402 860

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 402 860

期中平均株式数 (千株) 22,298 22,516

（重要な後発事象）

 　　　 該当事項はない。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

新和海運（株） 200,000 125

（株）山口フィナンシャルグループ第一

種優先株　
100 100

（株）広島銀行　 150,250 72

東海汽船（株）　 330,000 55

（株）中国銀行　 36,000 51

（株）山口フィナンシャルグループ第三

種優先株　
50 50

ジェイエフイーホールディングス（株）　 5,000 22

（株）損害保険ジャパン　 22,680 19

（株）山口フィナンシャルグループ 12,478 14

新和内航海運（株） 23,964 8

（株）オーナミ等15銘柄 244,210 35

計 1,024,732 554
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 5,180 281 166 5,294 3,089 153 2,205

構築物 3,261 130 53 3,338 2,128 112 1,209

ドック船台 2,025 9 7 2,027 1,602 30 425

機械装置 8,087 1,187 457 8,817 6,369 361 2,448

船舶 174 － 17 157 140 3 16

車両運搬具 501 35 43 493 399 40 93

工具器具備品 2,422 490 122 2,790 1,909 247 881

土地 4,280 181 － 4,462 － － 4,462

建設仮勘定 2 2,399 2,335 66 － － 66

有形固定資産計 25,935 4,716 3,202 27,448 15,638 948 11,810

無形固定資産        

借地権 － － － 10 － － 10

ソフトウェア － － － 246 187 40 59

その他 － － － 11 2 0 9

無形固定資産計 － － － 268 190 40 78

長期前払費用 212 2 54 161 145 5 16

繰延資産 － － － － － － －

　 （注）1．無形固定資産の金額が資産の総額の1％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略している。

 2．機械装置の増加は、水平引き込み式ジブクレーン（330百万円）、ＮＣプラズマ切断機（105百万円）等であ

る。減少は、ＮＣ切断機(82百万円)等である。

 3．工具器具備品の増加は、空調設備(82百万円)等である。

　4．建設仮勘定の増加は、水平引き込み式ジブクレーン（330百万円）、ＮＣプラズマ切断機（105百万円）、空調

設備（82百万円）等である。また建設仮勘定の減少は、主に各資産科目への振替である。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 106 24 － 44 86

船舶保証工事引当金 36 45 36 － 45

役員退職慰労引当金 26 10 2 － 34

　 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額によるものである。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 3

預金の種類  

別段預金 2

当座預金 92

普通預金 3,934

定期預金 1,650

計 5,679

合計 5,682

ロ．受取手形

　主な相手先別内訳及び期日別内訳は次のとおりである。

相手先 金額（百万円） 期日別 金額（百万円）

共同商船（株） 17 平成20年4月 4

深田サルベージ建設（株） 14 　5月 4

因島鉄工業団地（協） 2 6月 21

（株）アイメックス 1 7月 4

（株）ニホンケミカル 1 8月 3

その他 1   

合計 38 合計 38

ハ．売掛金

　主な相手先別内訳及び回収率並びに滞留状況は次のとおりである。

相手先 金額（百万円） 回収率及び滞留状況 金額（百万円）

太平洋フェリー（株） 122 前期末残高　　　Ａ 1,772

SOLAR EUROPE CORPORATION 120 当期中売上高　　Ｂ 37,270

ユニバーサル造船（株） 100 当期中回収高　　Ｃ 37,593

SOLAR OVERSEAS CARRIERS 

INC.
83 当期末残高　　　Ｄ 1,448

富洋海運（株） 82
回収率Ｃ÷（Ａ＋Ｂ）×

100
　　96.3％

その他 940 滞留日数  

合計 1,448
｛（Ａ＋Ｄ）÷2｝÷

（Ｂ÷366）
16日

　（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しているが、上記、当期中売上高には消費税等が含まれている。
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ニ．原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）

素材（鋼材・非鉄金属・木材・塗料・電線） 80

部品（機械・属具計器・電気品・バルブ） 9

工具器具備品（工具・器具・備品） 0

消耗品（燃料・油脂・消耗品） 2

作業屑（作業屑）　 0

合計 93

ホ．半成工事

工事名 金額（百万円）

新造船工事 16,441

修繕船工事 213

その他 13

合計 16,668

②　負債の部

イ．支払手形

　主な相手先別内訳及び期日別内訳は次のとおりである。

相手先 金額（百万円） 期日別 金額（百万円）

大栄鋼業（株） 362 平成20年4月 1,058

東邦ヤンマーテック

（株）
320 5月 1,007

カヤバ・マックグレゴー

（株）
252 6月 1,080

正興商事（株） 221 7月 1,168

第一産業（株） 156 8月 531

その他 3,955 9月 421

合計 5,268 合計 5,268

ロ．買掛金

相手先 金額（百万円）

日立造船（株） 1,729

日立造船ディーゼルアンドエンジニアリング（株） 415

東邦ヤンマーテック（株） 175

辻産業（株） 125

高島屋スペースクリエイツ（株） 105

その他 980

合計 3,530

ハ．前受金
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相手先 金額（百万円）

PEONY SHIPHOLDING S.A. 3,772

ROYAL MARITIME CORPORATION 2,439

RIVER SPRING CORPORATION 2,160

三菱商事（株） 1,878

KIRANA TANKER PTE LTD. 1,309

その他 3,077

合計 14,636

(3) 【その他】

　該当事項なし。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 4月1日から3月31日まで

定時株主総会 6月中

基準日 3月31日

株券の種類
1,000株未満を表示する株券

1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 3月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目1番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社本店および全国各支店

野村證券株式会社本店および全国各支店、営業所

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目1番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社本店および全国各支店

野村證券株式会社本店および全国各支店、営業所

買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由

によって、電子公告をすることが出来ない場合は、日本経済新聞に掲載する

方法で行う。

 公告掲載URL http://www.naikaizosen.co.jp/

株主に対する特典  なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はない。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出した。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第82期）（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）平成19年6月27日中国財務局長に提出

　(2) 有価証券報告書の訂正報告書

　平成19年9月6日中国財務局長に提出

　事業年度（第82期）（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書である。

(3）半期報告書

　事業年度（第83期中）（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日）平成19年12月21日中国財務局長に提出

EDINET提出書類

内海造船株式会社(E02131)

有価証券報告書

82/87



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年6月27日

内海造船株式会社   

 取締役会　御中   

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 日根野谷　正人　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 奥　井　康　夫　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている内海造船株

式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、内海造

船株式会社及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年6月26日

内海造船株式会社   

 取締役会　御中   

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 日根野谷　正人　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 奥　井　康　夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

内海造船株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、内海造

船株式会社及び連結子会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年6月27日

内海造船株式会社   

 取締役会　御中   

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 日根野谷　正人　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 奥　井　康　夫　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている内海造船株

式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第82期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、内海造船株

式会社の平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年6月26日

内海造船株式会社   

 取締役会　御中   

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 日根野谷　正人　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 奥　井　康　夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

内海造船株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第83期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、内海造船株

式会社の平成20年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管している。
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